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第6期科学技術・イノベーション基本計画について
https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index6.html
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第6期科学技術・イノベーション基本計画について
https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index6.html
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我が国の研究開発基盤整備の状況
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・「研究開発プロジェクト」とそれを支える「研究開発基盤」は車の両輪
・国費により整備された研究開発基盤は「公共財」であり、最大限の活用が必須

https://www.jst.go.jp/shincho/program/pdf/sinkyoyo_brochure2021.pdfより

３Cスキーム



研究施設・設備・機器の共用によって期待される効果

5https://www.jst.go.jp/shincho/program/pdf/sinkyoyo_brochure2021.pdfより



特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律 J-PARCSPring-8 富岳SACLA

共用法による
先端大型施設の共用

各施設・設備群の共用促進
※産業利用促進

各機関保有の研究施設・設備の共用（共用促進事業による推進）

大学共同利用機関

１９９４年～

１９７３年～
共同利用・共同研究拠点

2007年～

2016年～

新たな共用システム導入

機関内組織の
共用体制構築

コアファシリティ構築

機関全体の
共用体制構築

ネットワーク構築
2019年～

SHAREプログラム

2020年～

2016年～ ※一部2013年～

共用プラットフォーム形成支援

国内有数施設・設備の
プラットフォーム化

2021年～
遠隔化・自動化
＋ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ
先端設備PFプログラム

研究基盤政策の変遷（共用促進事業を中心に）

共用を前提とした遠隔化・自動化

研究施設・設備等の
リモート化・スマート化
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競争的研究費改革（2015年）と
一体的に取組を推進



<科学技術の状況に係る総合的意識調査
（NISTEP定点調査2020）報告書>
「最先端の研究施設・設備の利用のしやすさ」
4.３ (2016) ⇒ 4.０ 【不十分】(2020)

【評価を下げた理由の例】
・コロナで利用が制限されている
・公的機関が、どのような設備を持っているか、
探しにくい

・サービスを提供する人材の不足、利用料金
の高さ

○ コロナ禍において、研究活動を継続する上で、感染拡大防止を図りつつ、研究基盤
の運用継続・共用を図る重要性が改めて浮き彫りに。特に、国内有数の先端的な研究
施設・設備（産学官に共用可能な大型研究施設・設備）については、代替となる施
設・設備も多くないことから、一部の研究施設・設備へのアクセス停止により、研究
計画の見直しなどの多大な影響が生じている。

○ 国内有数の先端的な研究施設・設備のリモート化・スマート化により、遠隔での設
備利用や実験の効率化を図り、３密を防止しつつ、研究活動の継続を図る必要。更に、
若手研究者を含めた全国各地の研究者のアクセスを容易にし、幅広い研究者への共用、
運営の要である専門性を有する人材の持続的な確保・資質向上を図ることが不可欠。

○ ウィズコロナにおける研究活動の再開だけではなく、アフターコロナにおける研究
施設・設備の利用の改革を進め、研究開発の効率化を進めるとともに、イノベーショ
ンの推進を図ることが必要。

国内有数の先端的な研究施設・設備について、全ての研究者が使いたい施設・設備を気軽に活用でき、研究に打ち込める環境
を実現するため、遠隔利用・自動化を図りつつ、ワンストップサービスによる利便性向上を図る。これにより、これら施設・
設備の全国的な利活用を促進し、ウィズコロナ・アフターコロナでの研究生産性の向上とイノベーションの推進を実現。

背景・課題

先端研究設備プラットフォームプログラム

ユーザー

ワンストップ窓口
研究コンサル

遠隔地
ユーザー

ノウハウ・
データ共有

新規ユーザー
新規コミュニティ

新規利用

アプローチ

拡大

民間企業
(機器メーカー等)

共同開発

共同運営

連携

【イメージ図：先端研究設備プラットフォーム】 国 大学・研発法人等委託

（実施要件）
①各機関の研究施設・設備の連携の推進
・ 全国的な利用に応えるプラットフォームの構築
・ 研究者の利用に際してのワンストップサービスの構築
・ 利用に係る研究課題に対するコンサルティング機能の構築
・ 利用に関する手続き・管理のシステム化、利用等に関して集約した情報の活用

②遠隔地からの利用・実験の自動化等に係るノウハウ・データの共有
・ 研究施設・設備の遠隔利用に関するシステムの構築
・ データ・セキュリティポリシー等の整備及びプラットフォームに参画する機関間の調整
・ データの共有・標準化の推進

③専門スタッフの配置・育成の強化
・ 各機関やプラットフォームに参画する機関全体としての専門スタッフの配置・育成
・ 遠隔利用など新たな利用や技術に対応する人材の育成

支援対象機関：大学・研発法人等
事業期間：原則５年
事業規模：最大１億円／年・３件程度

事業スキーム
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NMRプラットフォーム

先端研究設備プラットフォームプログラム採択機関

◎理化学研究所
・北海道大学大学院先端生命科学研究院
・東北大学東北メディカル・メガバンク機構
・東京大学大学院薬学系研究科
・大阪大学蛋白質研究所
・広島大学
・横浜市立大学大学院生命医科学研究科
・自然科学研究機構分子科学研究所

顕微イメージングソリューションプラットフォーム

◎北海道大学
・東北大学多元物質科学研究所
・浜松医科大学
・名古屋大学未来材料・システム研究所
・広島大学
・九州大学超顕微解析研究センター
・ファインセラミックスセンター
・日立製作所研究開発グループ

パワーレーザーDXプラットフォーム

◎大阪大学レーザー科学研究所
・東京大学物性研究所
・京都大学化学研究所
・量子科学技術研究開発機構関西光科学研究所
・理化学研究所放射光科学研究センター

研究用MRI共用プラットフォーム
◎大阪大学大学院医学系研究科
・東北大学加齢医学研究所
・熊本大学大学院生命科学研究部
・東京都立大学
・明治国際医療大学
・沖縄科学技術大学院大学
・量子科学技術研究開発機構量子医科学研究所
・理化学研究所光量子工学研究センター
・国立循環器病研究センター
・実験動物中央研究所ライブイメージングセンター

○採択数：4プラットフォーム（令和3年度～令和7年度）
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✔ 研究機関全体の機器更新・維持管理の戦略立案と財源確保が必要（新共用実施者アンケート）
✔ 異動後も変わらず研究できるよう、コアファシリティ、共用施設の充実が大事（CSTI木曜会合）
✔ 技術職員のキャリアが見えず、適切な評価が必要。技術力向上の機会がない（技術職員有志の会）

【実施要件】
・ 経営に関与する者（例えば理事クラス）をトップとし、財務・人事部局と連携した実態の伴った統括部局を設置
・ 学内の共用設備群をネットワーク化し、統一的な共用ルール・システムを整備
・ 統括部局において、外部機関からの共用機器の利用等の窓口機能を設置
・ 維持・強化すべき研究基盤を特定し、全学的な研究設備・機器の整備運営方針を策定
・ 整備運営方針を踏まえて、多様な財源により、共用研究設備・機器を戦略的に更新運営
・ 技術職員やマネジメント人材のキャリア形成、スキルアップに係る取組を実施
（学内に分散された技術職員の集約及び組織化、分野や組織を越えた交流機会の提供等）

国

大学・研発法人等

委託

（予算による主な支援内容）
• 研究設備等の再配置・再生・廃棄等、共通管理システムの構築
• 専門スタッフ（技術職員、事務職員、URA、RA等）の配置
• 専門スタッフの育成（研修等の実施）、利用者の育成

【科学技術の状況に係る総合的意識調査
（NISTEP定点調査2020）報告書】
「組織内で研究設備等を共用するための仕組み」

5.1 (‘16) ⇒ 4.8(‘20)
「創造的・先端的な研究開発・人材育成を行うための施設・設備環境」

4.8 (‘16) ⇒ 4.2 【不十分】(‘20)
＜評価を下げた理由の例＞
・研究施設・機器の老朽化が進んでいる。［多数の記述］
・研究機器等の維持管理・メンテナンスが困難
・研究者個人の努力で研究施設・設備を維持
・技術職員の確保に苦慮しており、継続的な活動が困難

背景・課題

①大学・研究機関全体での共用文化の定着
• 教職員の一層の意識改革（脱私物化）とそれに伴うインセンティブの適正化

（共用化装置・設備に係る維持管理費（人件費、消耗品費、メンテナンス費、修繕費
等）の財源の確保）、共用ルールの策定・改善

②老朽化が進む共用装置の戦略的な更新
• 既存の全ての機器を維持・管理することは、（利用料収入を充てても）もはや不可能
③技術職員の組織的な育成・確保
• 共用化の拡大のためには、技術職員によるサポート・維持管理が必要だが、人材が不足
④教員の負担軽減
• 学内外の利用増に伴い、機器を管理する若手教員の負担が増加

第５期科技基本計画期間中、研究組織（学科・専攻規模）単位
での共用の取組は一定程度進展してきたが、以下が大きな課題。

 これらの状況を打破し、大学全体として、研究設備・機器群を戦略的に導入・更新・共用する仕組みを強化
 「研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」（2020年1月23日CSTI本会議）に掲げられた

達成目標である「大学・研究機関等における研究設備の共用体制を確立（2025年度）」の実現を目指す

【科学技術・イノベーション基本計画】（令和3年3月）
• 2021年度までに、国が研究設備・機器の共用化の

ためのガイドライン等を策定する。2022年度から、大
学等が、研究設備・機器の組織内外への共用方針
を策定・公表する。

• 組織的な研究設備の導入・更新・活用の仕組み
（コアファシリティの強化）を確立する。

実施体制・要件

支援対象機関：大学・研究機関
事業期間：原則５年
事業規模：最大50百万円/年・10機関（令和3年度採択）

最大60百万円/年・5機関（令和2年度採択）

事業スキーム

コアファシリティ構築支援プログラム
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北海道大学

コアファシリティ構築支援プログラム実施機関

東北大学

金沢大学

山口大学

東京工業大学
早稲田大学
東京農工大学

東海国立大学機構
名古屋市立大学

信州大学

大阪大学
琉球大学

筑波大学

広島大学

長岡技術科学大学

採択機関数：15機関
令和2年度採択：5機関
令和3年度採択：10機関
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令和2年度採択機関に対して中間評価を実施



コアファシリティ構築支援プログラムの中間評価を通して確認された観点

先導的な取組の展開について

課題等の解決に向けて

 人材育成や外部連携（地域連携）などについて、非常に取組が進んでいるところも見られた。
各大学の特に良い点（以下の事例など）を共有・展開し、プログラム全体として良い方向にして
いくための検討も重要。
 人材育成に関するTC制度の取組
 地域の拠点としての研究基盤をハブとした連携の取組
 論文数向上などの研究力強化とリンクした戦略的な研究基盤の活用
 共用のデータを集約・可視化したEBPMに活用できるIRシステムの構築

 事業の成果をオールジャパンの取組として横展開するため、優れた取組をシェアするためのネット
ワーク形成等に関する検討も重要.

 プログラム終了後に、構築された体制をどのように維持・発展させるか、資金面の自立性などは
共通した課題と考えられ、各大学での経験や課題も踏まえた継続的な議論が必要。
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共通して達成が進んでいる事項

 経営層のリーダーシップの下、全学的な体制が整備され、研究設備・機器の戦略的な整備・運
用に向けた仕組みやルールの構築が行われており、コアファシリティ化を先導する機関としての取
組が進んでいる。



研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン（令和4年3月公表）
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https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shotou/163/toushin/mext_00004.html

本ガイドラインが広く大学や国研において有効活用されることが期待される。
共用推進について産業界の理解も進むことも期待される。



＜まとめ＞
第6期科学技術・イノベーション基本計画において、研究力強化の観点

から研究設備・機器の整備・共用、研究システムのDXが提示されている。
研究設備・機器の戦略的な整備、集約・共用の促進（ラボから組織

へ）と技術職員の活躍促進は重要な課題であり、大学・国研の経営体
としての機能強化の観点からもその取組が求められる。

我が国の研究開発基盤整備の取組（３Ｃスキーム）は着実に成果を
挙げてきている。

コアファシリティ構築支援プログラムは、機関全体での共用文化の定着を
狙いとしているが、参画大学は他機関の参考となる成果を挙げている。

これらの参画大学の取組を参考にして、我が国全体に共用文化が広がる
ことが期待される。

令和4年3月に公表された「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドラ
イン」は、その際の参考になるものであり、広く利活用されることが望まれる。
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